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平 成 ２ ６ 年 ５ 月 ９ 日 

国 土 交 通 省 道 路 局 

 

 

 

 

道路の老朽化対策に向けた大型車両の通行の適正化方針 

 

 

１．背景   

（大型車両が及ぼす道路の劣化への影響） 

① 道路の老朽化対策は喫緊の課題であり、道路の維持・修繕をより適切に実施して

いく必要があるとともに、道路の劣化への影響が大きい大型車両の通行の適正化

が重要である。 

 

② 国等が実施した載荷試験による研究成果を基にした試算では、道路橋のコンクリ

ート床版の劣化への影響は、軸重２０トン車は軸重１０トン車の約４，０００台相当と

なり、０．３％の重量を違法に超過した大型車両が道路橋の劣化の約９割を引き起

こしている。このように重量制限を超過する違反車両が国民の重要な財産である橋

梁等の老朽化に与える影響は適正な車両の影響に比べて極めて大きい。 

 

（効率的かつ迅速な物流による経済活力の向上） 

③ 今日の我が国の経済活力の向上においては、物流及びそれを担う大型車両の果

たす役割は重要であり、車両の大型化、積載率の向上及び許可手続の迅速化等に

より効率的かつ迅速な物流の実現が望まれている。 

 

２．基本方針 

 車両の大型化に対応した許可基準の見直し及び適正利用者に対する許可手続を

簡素化する一方で、悪質な違反者に対しては厳罰化し、大型車両の通行の適正化

を進める。 
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３．通行許可の基準等の見直しと許可審査手続の改善 

（１）バン型等セミトレーラ連結車の駆動軸重の許可基準の統一 

これまで国際海上コンテナを積載するセミトレーラ連結車のみ緩和（１０トン→１

１．５トン）していた駆動軸重の制限を、バン型等のセミトレーラ連結車（２軸トラクタ

に限る。）すべてについて統一。               【平成２６年度中に実施】 

 

（２）４５フィートコンテナ等の輸送における許可基準の見直し 

４５フィートコンテナの輸送が可能な車両の範囲を拡大するため、バン型等のセ

ミトレーラ連結車の車両長の制限を延長。         【平成２６年度中に実施】 

 

（３）許可までの期間の短縮 

① 審査における協議手続を迅速に行えるようにするため、地方公共団体に対し

て、主要道路情報のデータベースへの登録を要請。        【継続実施】  

 

② 審査期間を短縮するため、通行許可のオンライン申請システムの改良・普及

促進。                                     【継続実施】 

 

③ 高速道路等について、大型車両を誘導すべき道路として指定するとともに、当

該道路に係る通行許可について、国による一括審査を実施。 あわせて、指定

箇所の拡大・通行支障箇所の解消を推進。 

【平成２６年度から実施（平成２５年度道路法改正関係）】 

 

④ 効率的で迅速な審査を実施するため、審査体制を集約化。 

【平成２７年度から段階的実施に向けて準備】 

 

（４）適正に利用する者の許可の簡素化 

① 違反実績のない者に対して、許可期間（現行２年）を延長。 

【平成２７年度実施に向けて準備】 

 

② ITS技術を活用した通行経路把握による通行許可制度の新たな運用。 

【平成２８年度実施に向けて準備】 
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４．違反取締りや違反者への指導等の強化 

（１）違法に通行する大型車両の取締りの徹底 

① 自動計測装置を増設し、より的確に違法通行する大型車両の取締りを実施。                               

【平成２６年度から実施】 

 

② コードンラインを設定し、並行する高速道路と一般道路を一度に取締る等各道

路管理者が連携した取締り及び自動計測装置の設置を実施。【継続実施】 

 

（２）違反者に対する指導等の強化 

① 国道事務所に呼び出して是正指導を行い、常習的な違反者に対しては告発を

実施(措置命令４回又は是正指導５回で告発)。     【平成２５年度から実施】 

 

② 特に基準の２倍以上の重量超過等悪質な違反者は、現地取締りにおいて違反

を確認した場合は即時告発を実施。            【平成２６年度から実施】 

 

③ 是正指導のための呼び出しにも関わらず、これを拒否する者等に対しては、

報告の徴収及び立入検査を実施。また、報告徴収・立入検査を拒む者に対して

は告発を実施。 

【平成２６年度から実施（平成２５年度道路法改正関係）】 

 

（３）関係機関との連携体制の構築 

① 国土交通省（道路局及び自動車局）、 警察庁、高速道路会社及び全日本トラ

ック協会等と連携し、道路の適正利用を図るための連絡会を設置し、荷主を含

めた啓発活動、及び違反者情報の共有等を実施 

【平成２５年度から実施】 

 

②国土交通省から日本高速道路保有・債務返済機構及び高速道路会社６社に対

し、取締り強化及び違反者に対する指導等の強化を検討するよう指示。 

 【平成２６年度から実施】 

 

③ 自動車局と連携して、違反通行を行った運送事業者に対し貨物自動車運送事

業法に基づく行政処分等を行うとともに、荷主に対する是正指導等を行うため

の検討を実施。                        【平成２６年度から実施】 
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５．本方針を実施することによる効果 

（１）道路構造物の長寿命化 

重量を違法に超過した大型車両の取締りや違反者に対する指導等の強化によ

り違反車両が減少することや、構造強度や維持管理水準の高い高速道路等へ大

型車両の通行を誘導することにより、道路橋をはじめとして道路構造物の劣化が

抑制される。 

 

（２）効率的かつ迅速な物流の実現 

① バン型等のセミトレーラ連結車の駆動軸重が１０トンから１１．５トンへ引き上

げることで、コンテナに積載できる貨物は重量で約６トン（３０％）程度の積み増

しが可能となる。 

 

② ４５フィートコンテナ積載車を含め、バン型等のセミトレーラ連結車の車両長制

限を延長することにより、利用できるシャーシの選択肢を広げ、４５フィートコン

テナを利用しやすい環境が整う。なお、４５フィートコンテナは、４０フィート背高

コンテナと比較すると容積で１３％多く積載することが可能となり、容積勝ちの

貨物を輸送する局面においては、潜在的なニーズがあると見込まれている。 

 

③ 大型車両を誘導すべきとして指定された道路に係る通行許可については、現

行の手続と比較して１０日程度短縮が見込まれる。また、通行許可に関する違

反のない者の許可期間の延長及びオンライン申請等のさらなる普及により審査

期間の短縮及び利用者の利便性の向上が図られる。 

以上の取組みにより、効率的かつ迅速な物流が促進される。 

 

（３）交通の危険の防止 

特殊車両の通行許可制度が遵守されることで、道路交通の危険が防止される。 

 


